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１．原子力発電所の現状認識１．原子力発電所の現状認識(1)(1)

原子力発電を開始以来、約40年間、我が国では、トラブル発生件数を減少させるなど、安全最優先で
取り組んできた。
原子炉の計画外停止頻度についても諸外国と比べても低頻度であり、高い安定性を誇る。

原子力発電を開始以来、約40年間、我が国では、トラブル発生件数を減少させるなど、安全最優先で
取り組んできた。
原子炉の計画外停止頻度についても諸外国と比べても低頻度であり、高い安定性を誇る。

原子力発電所のトラブル件数の推移（日本の商業用原子力発電

 
所）

出典：平成19年版

 

原子力白書
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１．原子力発電所の現状認識１．原子力発電所の現状認識(2)(2)

主要国の原子力発電所設備利用率の推移

設備利用率は、計画外停止頻度、点検による停止の期間等に依存。日本は80％台で頭打ち、欧米諸国、
韓国は近年90％のレベル。
作業員の被ばく線量については、近年改善が進んでいる諸外国に比べて、日本は横ばいであり、改善の
余地あり。

設備利用率は、計画外停止頻度、点検による停止の期間等に依存。日本は80％台で頭打ち、欧米諸国、
韓国は近年90％のレベル。
作業員の被ばく線量については、近年改善が進んでいる諸外国に比べて、日本は横ばいであり、改善の
余地あり。

出典：平成19年版

 

原子力施設運転管理年報

※フランスでは1982年より電力需要に応じて出力を低下させる

 

負荷追従運転が取り入れられているため相対的に低い。

2002年以降に発生した点検記録不正問題に起因する定期検査期

 

間の長期化や二次系配管破断事故・タービン羽根損傷等に起因す

 

る点検などのため低迷。

※

 

2007年度の我が国の設備利用率：60.760.7％％



4

電気事業連合会

２．保全高度化に対する取組２．保全高度化に対する取組(1)(1)

定期事業者検査
制度の導入

 

▼初期故障対応

ヒューマンエラー・偶発故障への取り組み

経年劣化モードの顕在化

 

（知見の拡充）

○初期はメーカ推奨、火力他の実績
に基づく点検内容で

 

開始し、点検
内容の順次見直し

○ 定期検査項目の拡充と標準化
（旧通産省）

新検査制度の導入（予定）
▼保守実績の蓄積と反映

高経年化技術評価開始
▼・設計・製作不良に伴う故障 ・実績に基づき点検周期見直し

・蒸気発生器の取替え
・炉心シュラウドの取替え

１９７０年代

○保守実績に裏打ちされた保守的な点検を

実施

○高経年化技術評価を反映（長期保全計画）

大規模取替工事の実施

米国における信頼性重視保全の発達（航空機産業から電力産業へ）

日本の一般産業における信頼性重視保全の活用

定期的な分解点検＋不具合反映を中心とした保全

（１）電気事業者の保全活動の主な変遷
約40年間の運転を通じ、PDCAサイクルを確立して保全品質を向上してきた。

（１）電気事業者の保全活動の主な変遷（１）電気事業者の保全活動の主な変遷
約40年間の運転を通じ、PDCAサイクルを確立して保全品質を向上してきた。

１９８０年代 １９９０年代 ２０００年代

保全活動の充実保全活動の充実

品質マネジメントシステム導入
▼
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２．保全高度化に対する取組２．保全高度化に対する取組(2)(2)

（２）電気事業者の保全高度化の取組
信頼性重視保全/リスク情報活用により適切な手段を適切な機器に対し適切な時期に行う保全を実現。
保守管理のPDCAを確立することにより、安全性の向上と品質・信頼性の向上を図る。
プラント安全性と設備信頼性を確保するとともに、顕在化しつつある諸課題に対応。
国も、事業者の保全高度化の取組に対応できる検査制度を検討中。

（２）電気事業者の保全高度化の取組（２）電気事業者の保全高度化の取組
信頼性重視保全/リスク情報活用により適切な手段を適切な機器に対し適切な時期に行う保全を実現。
保守管理のPDCAを確立することにより、安全性の向上と品質・信頼性の向上を図る。
プラント安全性と設備信頼性を確保するとともに、顕在化しつつある諸課題に対応。
国も、事業者の保全高度化の取組に対応できる検査制度を検討中。

プラント安全を考慮プラント安全を考慮

 
した保全作業計画した保全作業計画

保全・監視による保全・監視による
適切なデータ把握適切なデータ把握

科学的手法による科学的手法による
保全計画改善保全計画改善

データの評価と蓄積データの評価と蓄積

信頼性重視保全信頼性重視保全
リスク情報の活用リスク情報の活用

定検停止中の人的資

 
源集中を緩和

年間業務の平準化安

 
定雇用

高線量下作業
の削減

被ばく線量低減
に寄与

状態監視による
劣化管理の充実

高経年化への対応

Plan

Do

Check

AActionction

保全計画のための

 
ガイドライン等

国内外運転経験、技術情報等
NUCIA、NRC/INPO情報
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２．保全高度化に対する取組２．保全高度化に対する取組(3)(3)

現在は時間基準保全中心

状態監視による故障の兆候がなくても、予め定め

 
た間隔で分解点検・手入れ（機能回復）を実施。

健全な機器の分解点検を行い、かえって初期故障

 
の発生増加を招いている面あり。

↓

状態監視により故障の兆候が発見されれば、分解

 
点検・手入れ（機能回復）を実施。発見されなけれ

 
ば継続使用。

運転中の機器の状態をきめ細かく監視、データ採

 
取して、設備信頼性を向上。

保全の最適化

予
防
保
全

保
全
計
画

定
め
た
間
隔
で

 

点
検

事
後
保
全

故障の兆候
の発見

設備の点検・補修
（運転中・停止中）

継
続
使
用

故障の兆候
の発見

運
転
中
の
状
態
監
視
（巡
視
点
検
、
定
例
試
験

 

、
振

 
動

 
測

 
定

 等 Yes

Yes

No

No

時
間
基
準
保
全

状
態
基
準
保
全

33

29

8

3

27

保守不良

設備不備

人的過誤

腐食

その他

故障原因の割合（出典：ＮＵＣＩＡ）

対象：1967年～2005年10月

 

総故障件数：約2500件

全般的な低減

保守不良、人的過誤、腐食の低減

（３）継続的な保全の最適化
これまでは、定めた間隔で機器を停止させて分解点検。手入れを行う時間基準保全が基本。
今後は、運転中の機器の状態をきめ細かく監視、データを採取を行うことで設備信頼性を上げることが
できる状態基準保全の適用範囲を拡大し、時間基準保全の間隔を適正化する。

（３）継続的な保全の最適化（３）継続的な保全の最適化
これまでは、定めた間隔で機器を停止させて分解点検。手入れを行う時間基準保全時間基準保全が基本。
今後は、運転中の機器の状態をきめ細かく監視、データを採取を行うことで設備信頼性を上げることが
できる状態基準保全状態基準保全の適用範囲を拡大し、時間基準保全の間隔を適正化する。

時間基準保全間隔の適正化
（初期故障の低減、人的過誤の機会低減）

状態監視の強化
（偶発故障の未然防止）

状態基準保全の範囲を拡大
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３．経年変化の技術的評価に対する取組３．経年変化の技術的評価に対する取組(1)(1)

1996年

1999年

【【高経年高経年PART 1PART 1】】

エネ庁報告書「高経年

 
化に関する基本的な考

 
え方」（1996.4）

【【高経年高経年PART 2PART 2】】

事業者の評価
（報告書提出、1999.2）

⇒通産省による審査
（原安委報告書了承）

・安全上及び運転継続上の
重要な機器及び構造物

1. Pum
p

15. H
 &

 V

2003.10

 

制度改正（高経年化評価の実施を省令に明記）

2005.8

 

高経年化対策検討委員会報告書公表
（2004.12

 

委員会発足）

高経年化技術評価（５５基中１８基）
評価年月 発電所名 評価年月 発電所名

1999.2

1．敦賀①

2．美浜①

3．福島第一①

2006.5 11．浜岡①

2006.7 12．美浜③

2007.8 13．伊方①

2001.6
4．美浜②

5．福島第一②

2007.10 14．福島第一⑤

2008.3 15．福島一④

2004.3

6．高浜①

7．高浜②

8．玄海①

9．島根①

2008.7

2008.7

2008.7

16．浜岡②

17．東海②

18．大飯①

（2008年9月末現在）2006.3 10．福島第一③

高経年化対策の充実

新検査制度の導入
保全プログラムへの反映

2005年

実用発電用原子炉施設に

 
おける高経年化対策実施

 
ガイドライン

（2007.6.rev1）

実用発電用原子炉施設に

 
おける高経年化対策標準

 
審査要領（2007.6.）

高経年化技術評価審査マ

 
ニュアル（2006.10.rev1

 
及び2007.12.rev2）

2008年～（予定）

高経年化技術評価結果の蓄積により、運

 
転開始後30年経過時点で、特にレビュー

 
することが重要な経年劣化事象が明確に

 
なってきた。

 

高経年化技術評価結果の蓄積により、運

 
転開始後30年経過時点で、特にレビュー

 
することが重要な経年劣化事象が明確に

 
なってきた。

【原子力学会標準
：高経年化対策実施基準】
「経年劣化メカニズムまと

 
め表」として取りまとめ

 

【原子力学会標準
：高経年化対策実施基準】
「経年劣化メカニズムまと

 
め表」として取りまとめ

原子力安全委員会はエ

 
ネ庁報告書を妥当と評

 
価（1998.11）

・高経年化対策の枠組み
・評価手法の確立
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３．経年変化の技術的評価に対する取組３．経年変化の技術的評価に対する取組(2)(2)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

設
備

容
量
[ 万

ｋ
Ｗ
]

既設の軽水炉

（４０年間運転
の場合）

新設の
軽水炉

高速増殖炉

既設の軽水炉

の長期運転

1970    1990    2010    2030    2050    2070    2090
年度

10

9 T1

8 1F2

7 T2 SM1

6 T1 GN1 SD1

5 1F2 SD2 O2 OG1

4 H2 SM1 K1 I1 H2 1F6 Tsu1 1F1 H4 2F2

3 T1 M3 To2 O2 M2 SD1 2F3 M3 H3 To2 O1 M1 GN2 M2 K3 I3

2 Tsu1 1F2 T2 1F3 1F4 1F6 Tsu1 1F1 2F1 OG1 T4 1F3 2F4 1F4 TM1 K2 O3 2F1 SK1 K4

1 M1 1F1 M2 0 SM1 GN1 H1 I1 1F5 O1 M1 GN2 I2 0 2F2 T3 H1 Tsu2 1F5 SM2 K5 TM2 I2 O4 GN3

西暦 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18 '19 '20 '21 '22 '23 '24

３０年目技術評価
４０年目技術評価
５０年目技術評価

安全機能を有する機器・構造物については、運転開始後30年になる前に60年の使用期間を仮定した健
全性評価を実施（高経年化技術評価）し、この評価を踏まえ、保守管理活動に追加すべき新たな対策等
を取りまとめた「長期保守管理方針」を策定。
新たな検査制度では、長期保全計画に相当する内容は保安規定に記載し、国の認可対象。

安全機能を有する機器・構造物については、運転開始後30年になる前に60年の使用期間を仮定した健
全性評価を実施（高経年化技術評価）し、この評価を踏まえ、保守管理活動に追加すべき新たな対策等
を取りまとめた「長期保守管理方針」を策定。
新たな検査制度では、長期保全計画に相当する内容は保安規定に記載し、国の認可対象。

出典：原子力立国計画
（2006年8月）

40年目技術評価40年目技術評価 50年目技術評価50年目技術評価

18基完了
（2008.8現

 
在）

 

18基完了
（2008.8現

 
在）

30年目技術評価30年目技術評価

高経年化技術評価の取組計画原子力発電の中長期の方向性（イメージ）
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４．出力向上に対する取組４．出力向上に対する取組(1)(1)

『欧米での実績』

欧米では１９７０年代から、給水流量計の精度
向上やタービン系統の設備改造により原子炉の
出力を上げ、電気出力を最大約20％向上させる
出力増強（アップレート）が約160件実施され
てきている。

米国では近年、新規プラントの建設がなかった
ものの、110万kWe級5基相当分（累積）の出
力増強の実績がある。

『『欧米での実績欧米での実績』』

欧米では１９７０年代から、給水流量計の精度
向上やタービン系統の設備改造により原子炉の
出力を上げ、電気出力を最大約20％向上させる
出力増強（アップレート）が約160件実施され
てきている。

米国では近年、新規プラントの建設がなかった
ものの、110110万万kWekWe級級55基相当分（累積）の出基相当分（累積）の出
力増強力増強の実績がある。

『日本での展開』

日本原子力学会を中心に出力向上に係わる設備の影響等を実施。

海外での出力増強に伴うトラブルは安全性を本質的に損なう事象はなく、設備への影響は
設計又は運転段階の適切な対応、管理で対処可能。

「現在の知見と技術では出力向上は可能であり、安全確保を大前提に積極的な出力向上が
望まれる。」、「常に最新知見を取り入れることが重要」と提言。

『『日本での展開日本での展開』』

日本原子力学会を中心に出力向上に係わる設備の影響等を実施。

海外での出力増強に伴うトラブルは安全性を本質的に損なう事象はなく、設備への影響は
設計又は運転段階の適切な対応、管理で対処可能。

「現在の知見と技術では出力向上は可能であり、安全確保を大前提に積極的な出力向上が
望まれる。」、「常に最新知見を取り入れることが重要」と提言。

米国における累積電気出力向上量

出典：日本原子力学会「原子炉出力向上に関する
技術検討評価」特別専門委員会
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４．出力向上に対する取組４．出力向上に対する取組(2)(2)

『日本原電

 

東海第二発電所の出力向上計画』

許認可手続き ： 平成２０年度（予定）

出力向上運転開始 平成２２年度（予定）

原子炉熱出力

 

⇒

 

約5%向上

発電機出力

 

⇒

 

約5％向上

『『日本原電日本原電

 

東海第二発電所の出力向上計画東海第二発電所の出力向上計画』』

許認可手続き ： 平成２０年度（予定）

出力向上運転開始 平成２２年度（予定）

原子炉熱出力原子炉熱出力

 

⇒⇒

 

約約5%5%向上向上

発電機出力発電機出力

 

⇒⇒

 

約約55％向上％向上

日本原電

 

東海第二発電所

 

主要系統概略

出典：平成20年度東海発電所、東海第二発電所の事業計画概要（日本原電）

東海第二発電所では、これまでに設備保
全・更新によって安全性・信頼性向上に取り
組んできている。

今後は、高経年化対策として策定した長期
保全計画を着実に実施。

また、設備の信頼性向上を図るための工事
（炉内予防保全工事など）を進めていく。

これまでに出力向上に係わる検討を行い、
原子炉熱出力及び電気出力を約5％向上させ
ることの技術的見通しを得たことから、新し
くなった設備を活用した出力向上を目指す。

出力向上に必要となる高圧タービン改造等
の工事の実施に向け検討を継続中。

東海第二発電所では、これまでに設備保
全・更新によって安全性・信頼性向上に取り
組んできている。

今後は、高経年化対策として策定した長期長期
保全計画保全計画を着実に実施。

また、設備の信頼性向上を図るための工事設備の信頼性向上を図るための工事
（炉内予防保全工事など）を進めていく。

これまでに出力向上に係わる検討を行い、
原子炉熱出力及び電気出力を約約55％向上％向上させ
ることの技術的見通しを得た技術的見通しを得たことから、新し
くなった設備を活用した出力向上を目指す。

出力向上に必要となる高圧タービン改造等
の工事の実施に向け検討を継続中検討を継続中。
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５．国内外の技術情報の共有に対する取組５．国内外の技術情報の共有に対する取組

ＢＷＲ事業者協議会（ＪＢＯＧ）、ＰＷＲ事業者連絡会（ＪＰＯＧ）

電力会社とプラントメーカーとの間で情報を共有し、必要な技術的検討を行なう

 枠組みとして発足。（JBOG : 2006年4月設立, JPOG : 2005年10月設立）

 （国内外トラブル情報の共有化と水平展開方針の検討、技術的共通課題への対応、

 点検資機材、予備品等の情報共有化、中長期保全計画の情報共有化）

 

ＢＷＲ事業者協議会（ＪＢＯＧ）、ＰＷＲ事業者連絡会（ＪＰＯＧ）

電力会社とプラントメーカーとの間で情報を共有し、必要な技術的検討を行なう

 枠組みとして発足。（JBOG : 2006年4月設立, JPOG : 2005年10月設立）

（国内外トラブル情報の共有化と水平展開方針の検討、技術的共通課題への対応、

 点検資機材、予備品等の情報共有化、中長期保全計画の情報共有化）

ＮＳネット
原子力産業界全体の安全意識の高揚、モラルの向上及び原子力の安全文化の共

 有化を図る活動を実施（1999年12月設立）

 （ピアレビュー活動、安全文化の浸透・向上、安全文化醸成に関する情報発信）

ＮＳネット
原子力産業界全体の安全意識の高揚、モラルの向上及び原子力の安全文化の共

 有化を図る活動を実施（1999年12月設立）

（ピアレビュー活動、安全文化の浸透・向上、安全文化醸成に関する情報発信）

ニューシア（NUCIA）

国内外の原子力施設の運転・保守情報を収集・整理し、データベース化し、事

 業者間での情報共有を図るとともに、情報分析結果に基づき勧告等の実施、運転

 管理や設備保全活動への情報活用などの活動を実施（2003年10月運用開始）

 

ニューシア（NUCIA）

国内外の原子力施設の運転・保守情報を収集・整理し、データベース化し、事

 業者間での情報共有を図るとともに、情報分析結果に基づき勧告等の実施、運転

 管理や設備保全活動への情報活用などの活動を実施（2003年10月運用開始）

安全意識の高揚、運転保守データ収集、事業者間の情報共有化等を行なうため、事業者は
以下のような活動を行なっている。

安全意識の高揚、運転保守データ収集、事業者間の情報共有化等を行なうため、事業者は
以下のような活動を行なっている。
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